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臨機応変な対応が
求められる時代

　グローバル化、ワークライフバラ
ンス、ダイバーシティへの対応など、
企業の人事部が直面する課題は、時
代とともに変化している。
それに伴い、人事部門に求
められる対応もより複雑化、
高度化する傾向にある。
　さらに、先に発生した東
日本大震災では、災害時の
社員の安否確認、生産拠点
の被災状況の掌握など、人
事部門は突発的な問題への
対応を余儀なくされた。さ
らに、操業回復までの人的・
資源的リソース配分、被災
地域への支援や人員派遣、
拠点の見直しなど、課題が
残ったという人事部門も少
なくない。

　現在、多くの企業が直面している
課題、そして震災によって顕在化し
た新たな課題をクリアするための鍵
となるのが、一方通行のデータ蓄積
ではなく、総合的な人財データベー
スの構築だ。その重要性について田

中尚氏は、次のように話す。
「東日本大震災では、社員の安否確認、
生産拠点の被災状況の確認、災害時
の社員への指示といった、人材管理
の部分で適切な対応が取れなかった
企業が多かったのではないでしょう

か。今後も計画停電への対応や拠点
の移転など、企業の人事部はフレキ
シブルな対応を求められることが予
想されます。そのためには、従来の
人事管理システムのような給与計算、
人事管理などの単なる情報の管理か
ら脱し、新しい発想のデータベース
を構築することが重要になるのです」
　これまでの人事管理システムで扱
う情報といえば、いわば企業側の視
点に偏った定量的な人事情報に終始
していた。社員が何のプロジェクト
でどのような活躍を見せたのか、日
頃の周囲とのコミュニケーションは
どうかといった定量的な部分にまで
踏み込んだ情報は、管理しきれなかっ
た。
　しかし、時代の変化や予期できな
い状況に臨機応変に対応するために
は、従来のデータを蓄積するだけの
システムでは難しい。蓄積された情
報をシームレスに管理し、さまざま
な角度からデータ分析できるような
システムができれば、情報を有機的
に活用し、企業の戦略に結びつける
ことが可能になる。そうした考え方
に基づいて設計されているのが、同
社が提供する人財管理ソリューショ
ン『Generalist』だ。

Information から
Intelligence な情報へ

　現在、『Generalist』の導入企業
は、1130社。国産パッケージでは
トップクラスのシェアを誇り、キヤ
ノン、小田急電鉄をはじめとする大
手企業で多数導入されている。社員
数１万人規模の企業の実に25％が
『Generalist』を活用している状況だ。

　

『Generalist』は、人事給与「HR／
PR」、就業管理「TM」、教育管理、eラー
ニング「LM」、人材育成管理「CM」、
人材評価「CS」、目標管理「MO」と、
豊富な機能を誇る人的財産管理のソ
リューションだ。例えば、Generalist
／TM※では、社員一人ひとりが「何
に」「どれだけ」時間（人的コスト）
を掛けているのかといったデータを
効率的に収集・蓄積した就業管理が
可能で、それを教育や人材育成に生
かすことも可能だ。
　連動可能な機能の根底にあるのが、
「統合人財データベース」という考え
方だ。
　「企業にとってヒトの情報は、あら
ゆる情報の中核となるものです。『統
合人財データベース』とは、そうし
たヒトの情報を有機的に結合するこ
とで価値のある情報を創出、人事管
理情報の効率的なデータ連携を実現
するものです。また、現在働いてい

る社員だけでなく、派遣社員、請負・
インターンシップ・応募者・アルバ
イト経験者といった、潜在的な人材
についても一元で管理することが可
能になります」
　従来の人材管理システムは、企
業側が必要と考える情報の集合体
（Information）に過ぎなかった。し
かし、今や企業にとって真に重要な
情報とは、社員から発信される情報
や、管理者と部下のコミュニケーショ
ンを含む、有機的な情報（Intelligence）
の蓄積へとシフトしつつある。
　これらの蓄積された情報が結びつ
くことで初めて有用といえるデータ
ベースが実現する、というのが基本
的な考え方だ。
　「『Generalist』は、決められた情報
を管理するだけでなく、必要な情報
を必要なときに得ることが出来ます。
例えば、震災の影響で製造拠点を変
更することになったとします。新拠

Intelligentな人事情報へ
企業戦略を実現する人財管理
ソリューション『Generalist』

東芝ソリューション

給与計算、就業管理など、企業の人事管理に IT化された管理システムは欠かせな
いものとなっている。時代の変化とともに、管理だけでなく評価や育成につなが
る機能を持った人事管理システムへのニーズが高まりを見せている。そこで今回、
育成を視野に入れた人財管理ソリューション『Generalist』を提供する東芝ソリ
ューションの田中尚氏に話を伺った。

田中 尚 氏
東芝ソリューション株式会社
業務ソリューション事業部
Generalist 推進・技術部

部長
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点にふさわしいスキルを持った人材
を探すとなった場合に、過去に自社
にかかわったことのある人材から探
すのが良いか、グループから抜擢し
たほうが効率的か、というように戦
略に合った人員配置が可能になるの
です」
　社員の仕事の実績など定量的な情
報をフレキシブルに取り出すことが
できるため、プロジェクト管理など
の経営戦略にも役立てられる。まさ
に現場にとっても、生きた人事デー
タとして、情報を活用することがで
きるのだ。
　「最近では、現場向けの活用方法
として、ハイポテンシャルな人材の
傾向分析に役立てたいと考える企業
も増えてきました。職歴、勤務時間、
報酬などから、ハイポテンシャルな
人材の共通点を探り、ポテンシャル
の高い人材を育成するためのヒント
とするというものです。給与計算や
勤怠管理といった定量的な情報だけ
でなく、定性的な情報もまとめて管
理することができる事で初めて可能
になると考えています」

国産パッケージ
ならではの利便性

　『Generalist』は東芝グループでの
運用実績を持つ国産パッケージであ
る。“日本企業の人事”を知り尽くし
た機能やユーザビリティを持ちなが
ら、グローバルな情報も扱えるとい
う特徴を持つ。
グローバル情報の管理に長けてい
るという理由から、海外ブランドの
人材管理ソリューションを採用して
いる企業も多いが、海外製品の中に

は給与計算が国内企業の人事制度と
マッチしていないなど、扱いにくい
部分があることも否定できない。
「『Generalist』は、今後日本の人事業
務の視点に立った、グローバル管理
を行なうことが可能となります。数
年前まで人事管理に関するグローバ
ル対応といえば、日本から誰がどの
海外拠点に勤務しているかを把握す
ることがメインでした。しかし、最
近では海外拠点が本部機能を持つ
ケースも増えており、現地での人材
管理とグローバル規模での共有化が
必要とされています。そうした最近
の傾向に柔軟に対応していきます」

ユーザーのニーズに
合わせて提供

　企業毎のニーズに合ったシステム
を提供することを重視する同社では、
事前にヒアリングした上で必要な
サービスを提供するのが基本スタン
スだ。提供されるすべてのソリュー
ションが既成の場合、些細な変更で
あっても簡単に変えることができな
いことが多い。
　「夏場の節電対策としてサマータイ
ムが注目されています。いざサマー
タイムを導入しようとなったときに、
既成の人事管理ソリューションでは
たった１時間であってもシステムを
変更させることができないといった
問題は往々にして起こりえます。そ
の点、『Generalist』は、企業の実情
に合わせて変更することが可能です。
サマータイムへの対応はもちろん、
フレックス制度への移行や勤務シフ
トの管理なども容易に行うことがで
きます」

　会社の実情に合わせたオーダーメ
イドのシステムは、コストの面でネッ
クになることが多い。気になる費用
の方はどうか。
　「日本企業の人事管理に必要不可欠
な標準的なシステムはテーラーメイ
ド、企業ごとの状況に応じた使いや
すさと戦略的機能を重要したい部分
についてはオーダーメイドでシステ
ムを提供しています。企業にとって
は、コストをできるだけ抑えて自社
の実情にあったソリューションをご
活用頂けるようになっています」
　人事管理の情報を、さらに高めて
人材の育成や、企業の成長へ向けた
戦略に結びつけることができる人財
管理ソリューション『Generalist』個々
の人材と企業を、大きく成長させる
ことができる足がかりとして注目し
たい。

●お問合せ先
東芝ソリューション株式会社
〒183-8512
東京都府中市片町3-22
TEL：042-340-6750
E-mail：Generalist@toshiba-sol.co.jp
URL：http://Generalist.toshiba-sol.co.jp

※Generalist/TM　Powered by LYSITHEA
　 LYSITHEAは、日立ソリューションズ社の登録商標です。

人材開発の実践情報誌

  2011年7月1日発行
（毎月1回1日発行）
  通巻271号 第23巻第7号

July 2011
Volume 23 No.7

7

Opinion
コベルコシステム
代表取締役社長

奥田兼三
 個人の“知”を集め、
「いい匂いのする」
 ソリューションを生む

 教育担当者が変える
これからの若年次教育

現場を巻き込む熱意を持て！

巻頭インタビュー

ジェーシービー
久保寺晋也 
人事部 人材開発グループ 次長

特集

中原 淳
東京大学 
大学総合教育研究センター 准教授

鈴木直樹
愛知県立刈谷工業高等学校 校長

大分キヤノンマテリアル
綾羽
日本モレックス

企業事例

連載  人材教育最前線  

混沌の時代こそ
経営に活きる東洋思想
常盤文克 
元・花王社長、会長

新連載  変化とともにあるための易経




